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要 旨

本研究は，大腿骨近位部骨折術後の歩行能力関連要因の検討および受傷前歩行能力の早期再獲得（術後 週

間以内）に影響する要因について検討した．

対象は大腿骨近位部骨折術後患者 例であった．歩行能力の関連要因として患側荷重率，疼痛，患側・健側

の等尺性膝伸展筋力，握力を測定した．歩行能力の分類には順位尺度を用い，歩行補助具の補助が大きい順に

平行棒，歩行器，四点杖， 字杖，独歩とした。測定日は各歩行補助具で監視歩行が 以上可能となった

日と術後 週毎とした．歩行能力と各関連要因との相関を求め，術後 週以内に受傷前歩行能力を獲得した者

（以下，獲得群） 例と獲得できなかった者（以下，非獲得群） 例に分け比較した．

歩行能力と各関連要因は患側荷重率で強い相関（ ， ）を認めた．獲得群と非獲得群の比

較では，獲得群で術後 ， ， 週目の患側荷重率が有意に高値を示した（ ）．

本研究において，大腿骨近位部骨折術後の歩行能力の獲得に最も関連する要因は患側荷重率であり，術後

週目の患側荷重率は受傷前歩行能力の早期再獲得を予測する指標になり得る可能性が示唆された．
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【はじめに】

近年，後期高齢者の増加と共に，転倒により大腿

骨近位部骨折を呈する患者が増加している．大腿骨

近位部骨折を呈した患者は日常生活活動に支障をき

たし，歩行の再獲得に難渋する．一方，今日の急性

期病院は在院日数の短縮化により，早期から退院の

準備が進められ，術後早期に歩行の予後予測を行う

必要がある．大腿骨近位部骨折患者の機能予後を推

測する因子として年齢，受傷前歩行能力，認知機能

が影響すると言われている ）．藤田ら ）は，術後

週間以内に の杖歩行能力を獲得する条件と

して，受傷前に歩行能力を有していること，前期高

齢者であること，認知機能に問題がないこと，術後

週間以内に平行棒内歩行が 往復可能になること

を挙げている．しかし臨床場面においては，歩行能

力の予後予測を経験則から行っていることが多く，

術後の歩行能力を予側するための客観的評価が少な

い状況である．

本研究は歩行の予後予測の指標となる評価項目を

模索することを目的とし，大腿骨近位部骨折術後の



歩行能力に関連する要因と受傷前歩行能力の早期再

獲得に影響する要因を検討する．

【対象】

大腿骨近位部骨折術後患者 名（大腿骨頸部骨折

名，大腿骨頚基部骨折 名，大腿骨転子部骨折

名，大腿骨転子間骨折 名，大腿骨転子下骨折 名），

年齢 歳（平均 標準偏差），男性 名，女性

名であった．術式は人工骨頭置換術 例，髄内釘固

定術 例であった．いずれの対象も術後荷重制限が

なく，翌日より全荷重が許可されていた．認知面は

改訂長谷川式簡易知能評価スケール（以下， ）

が 点以上の者，受傷前に屋外 歩行または

独歩可能な者とした．対象者には本研究の趣旨を説

明し，紙面にて同意を得た．

【方法】

．測定方法

歩行能力の関連要因として患側荷重率，疼痛，患

側・健側等尺性膝伸展筋力，握力を挙げた．歩行能

力は順位尺度で順序付けし，歩行補助具での補助が

大きい順に平行棒，歩行器，四点杖， 字杖，独歩

とした．そして，各関連要因の測定は各歩行補助具

下での歩行が監視にて 以上可能となった日と

術後 週毎とした．

各関連要因の測定方法を以下に挙げる．

）患側荷重率 平行棒内に市販体重計（タニタ社

製） つと高さが同じ台の上に立位をとらせ，両手

で平行棒を把持させた（図 ）．次に患側下肢に最

大荷重するように指示し， 秒間安定した保持が可

能であった最大荷重量（ ）を体重（ ）で除し，

算出した値を患側荷重率（％）とした．測定は 回

施行し，その内の最大値を用いた．

）疼痛 患側荷重率測定時に

（以下， ）を使用し聴取した．

）等尺性膝伸展筋力 アニマ社製 を使

用した．測定は徳久ら ）が行った方法として，対象

者に車椅子座位または椅子座位をとらせ 秒間出来

るだけ強く膝関節を伸展するよう指示した．測定は

秒以上の間隔をあけて 回施行し，その内の最大

値（ ）を体重（ ）で除し，算出した値を等尺

性膝伸展筋力値（ ）とした．

）握力 竹井機器社製デジタル式握力計を使用し

た．測定は対象者に車椅子座位または椅子座位をと

らせ，体側下垂位にてできるだけ強く握力計を把持

するよう指示した．測定は 秒以上の間隔をあけて

回施行し，その内の最大値を握力値（ ）とした．

．分析方法

歩行能力（平行棒，歩行器，四点杖， 字杖，独

歩）と各関連要因（患側荷重率，疼痛，患側・健側

等尺性膝伸展筋力，握力）との相関について

の順位相関係数を用い検討した．また，患側荷

重率と各関連要因との相関について の相関

係数を用いて検討した．次に術後 週以内に受傷前

歩行能力を獲得した者（以下，獲得群） 例と獲得

できなかった者（以下，非獲得群） 例に分け，

の 検定， 独立性の検定を用い

比較検討した．いずれも有意水準は ％未満とした．
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図 患側荷重率測定場面



【結果】

．歩行能力と各関連要因の相関（表 ）

歩行能力と患側荷重率，疼痛，患側等尺性膝伸展

筋力，健側等尺性膝伸展筋力との相関は，それぞれ

（ ）， （ ），

（ ）， （ ）で有意

な相関を認めた．握力との相関は で有意

な相関を認めなかった．

．患側荷重率と各関連要因の相関

患側荷重率と疼痛，患側等尺性膝伸展筋力，握力

との相関は，それぞれ （ ），

（ ）， （ ）で有意な相

平成 年度 高知リハビリテーション学院紀要 第 巻

表 歩行補助具と各関連要因の関連

平行棒 歩行器 四点杖 字杖 独歩 相関係数（ ） 危険率

患側荷重率（％）

疼痛（ ）

患側等尺性膝伸展
筋力（ ）

健側等尺性膝伸展
筋力（ ）

握力（ ）

表 各関連要因間の相関係数

疼痛 患側等尺性膝伸展筋力 健側等尺性膝伸展筋力 握力

患側荷重率

表 獲得群と非獲得群の患側荷重率の比較

変 数 獲得群（ ） 非獲得群（ ） 危険率

患側荷重率・ 週目（％）

患側荷重率・ 週目（％）

患側荷重率・ 週目（％）

表 獲得群と非獲得群のその他の要因の比較

変 数 獲得群（ ） 非獲得群（ ） 危険率

年齢（歳）

術前日数（日）

手術方法 髄内釘
人工骨頭

髄内釘
人工骨頭

（点）

歩行能力 独歩
字杖

独歩
字杖

疼痛・ 週目（ ）

疼痛・ 週目（ ）

疼痛・ 週目（ ）

改訂長谷川式簡易知能評価スケール，



関を認めた．健側等尺性膝伸展筋力との相関は

（ ）で有意な相関を認めなかった．

．獲得群と非獲得群の患側荷重率の比較

術後 週目の獲得群・非獲得群の患側荷重率は，

術後 週目， 週目， 週目の順に ％・

％， ％・ ％ ％，

％・ ％で，いずれの週も獲得群が

有意に高値を示した（ ）．

．獲得群と非獲得群のその他の要因の比較

獲得群は非獲得群と比較して， が高値を

示した（ ）．年齢，術前日数，手術方法，

受傷前歩行能力，疼痛は 群間で有意差を認めな

かった．

【考察】

本研究は，大腿骨近位部骨折術後の歩行能力関連

要因の検討と受傷前歩行能力の早期再獲得（術後

週間以内）に影響する要因について検討した．

）歩行能力と関連要因の検討

歩行能力と患側荷重率に強い相関を認めた．患側

荷重率が高値を示す状態とは随意的に患側へ体重移

動を行えること，体重をかけても膝折れをしないこ

と，バランスを崩すことなく姿勢を保持することで

ある．歩行補助具は体重支持，立位姿勢の安定性の

確保，移動の推進力を補助する効果があり ），歩行

補助具は患側肢の補助を行っている．今回の結果は，

患側荷重率が向上すれば歩行補助具による補助が軽

減し歩行能力が向上するため，患側荷重率の向上に

伴い歩行能力が向上したと考えた．大腿骨頸部骨折

術後患者を対象とした先行研究 ）においても歩行

能力と患側荷重率との関連は多く報告されている．

また，脳血管障害患者を対象とした先行研究におい

ても麻痺側荷重率と歩行能力 ）や階段昇降能力の関

連 ）が報告されており，患側荷重率が最も患側肢の

支持能力を反映していると考えられる．

）患側荷重率と各関連要因の関連

患側荷重率と疼痛との間には負の相関を認め，疼

痛の減少が患側荷重率向上に関与していると考えら

れた．石橋 ）は，大腿骨近位部骨折術後の疼痛を主

に骨折部の疼痛および股関節周囲軟部組織の疼痛の

種に分類している。骨折部の疼痛は 週から 週

で消失し，骨折時に生じた軟部損傷や手術侵襲によ

る軟部組織の疼痛は通常 週間以内に軽減するとさ

れている．今回の結果は，内固定による骨折部の安

定と股関節周囲の軟部組織が修復され炎症症状が軽

減した事によって疼痛が減少し，それに伴って患側

肢の荷重量が増大したものと推察される．

）獲得群と非獲得群の患側荷重率の比較

非獲得群に比べ，獲得群では術後のすべての週で

患側荷重率が有意に高値を示した．これは獲得群の

方が補助の力を借りずに荷重できる能力があること

を表している．大腿骨近位部骨折術後の早期患側荷

重率と歩行能力については，押川ら ），飯塚 ）に

よると術後早期の患側荷重率が高値を示せば術後の

歩行能力が高いことが報告されている．また，柿花

ら ）も自宅退院群は転院群と比較し，術後 日目

の患側荷重率が有意に高かった事を示している．し

たがって，術後 週目に患側荷重率が向上すること

で，荷重位でのトレ ニングが可能となり，歩行練

習時間の増加などが歩行能力獲得に影響したと考え

られる．また， ら ）によると受傷後 年

時の歩行能力再獲得には，術後 週で屋内歩行以上

が可能である事が つの要因と報告している。長期

的な歩行能力再獲得のためにも早期の患側荷重率向

上が歩行能力向上に必要であると考える．

ら ）は手術方法の違いによる患側荷重率の

影響について次のように述べている．大腿骨頸部骨

折後の人工骨頭置換術群と髄内定固定術群の患側荷

重率を測定した研究において，術後 週までの患側

荷重率は髄内釘固定術群に比べ人工骨頭置換術群が

有意に高値を示すが，術後 週では有意差がなかっ

たと報告している．したがって，術後 週以内に患

側荷重率が向上しなかった症例においても，その後

患側荷重率が向上する可能性は十分あると思われ

る．

本研究の結果は，患側荷重率と歩行能力との間に

関連性を認め，獲得群で患側荷重率が有意に高値を

示し，術後 週目の患側荷重率によって術後早期の
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歩行能力の予後予測ができる可能性を示唆した．

本研究の限界点として，対象者数が少ないことが

あげられる．今後，対象者数を増やしていき，受傷

前歩行能力再獲得に必要な患側荷重率について検討

していく必要がある．
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